






































はじめに 

1 新潟県における母子保健の現況 

  新潟県では,妊産婦及び新生児の訪問指導,母性及び妊産婦の健康診査,保健指導等の母

子保健事業を昭和 41年以来市町村に委託して実施しており,地域住民に密着した市町村レ

ベルで実施され,住民にとっては,より身近な実情に即した保健サービスの提供が受けられ

るというメリットがあるが,反面保健所にとっては,母子保健に関する情報が得られ難いと

いうデメリットもある。 

 当県では.昭和56年度母子保健事業委託費として市町村に対して75.870.832円の県費補

助をしている。(表 2) 

 また母子保健管理体系からみると妊娠届が市町村の窓口で受理され,母子健康手帳と医

療機関委託健康診査受診票が2枚交付されている。この受診票は,医療機関に受診すると受

診結果が記入され保健所に提出される。この医療機関委託健康診査費は,昭和 56 年度

152,323,499 円に及んでいる。(表 2) 

 ここでとりあげた新津保健所は,3市 3町 1村で管内人口は昭和 56年 10月 1日推計人口

204,433 人で UR2 型の保健所である。昭和 56 年度母子保健事業委託費は 9,854,307 円,健

康診査費は,13,386,612 円である。(表 2) 

 以上の実情を踏まえて,昭和 57 年度は次の 2の項目について調査研究を行った。 


